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1	 はじめに

　2011 年に国連人権理事会で「ビジネスと人権に

関する指導原則」（以下、指導原則）が支持されて

以降、企業が事業活動を遂行する上で人権尊重の責

任を有することが明確になった。多くの日本企業に

おいて、指導原則で示された人権尊重の責任を果た

すべく、人権方針の策定や人権デュー・ディリジェ

ンス（人権 DD）の実施、苦情処理メカニズムの構

築など、人権対応の取り組みが着実に進みつつある。

　 こ う し た 中、2026 年 5 月、 不 平 等・ 社 会

関 連 財 務 情 報 開 示 タ ス ク フ ォ ー ス（Taskforce 

on Inequality and Social-related Financial 

Disclosures：TISFD）が、開示フレームワークの

β版を公表した。注目すべきは、TISFD が人権をウ

エルビーイングや人間・社会資本と一体のものとし

て捉え、企業活動が人々や社会に及ぼす影響を、よ

り体系的かつ定量的に把握・開示することを求めて

いる点である。

　これに対し、日本企業の人権対応の重心は、依然

としてリスクの特定・予防・軽減という「守りの対応」

に置かれている。今後は、人権対応を単なるリスク

低減活動にとどめず、ステークホルダー一人ひとり

の心身の健康や働きがい、生活の質の向上、さらに

は社会全体の公平性の実現といったウエルビーイン

グにつなげ、価値創造活動へと発展させていくこと

が課題となっている。

　本稿では、この課題に対し、近年の人権対応に対

する投資家の期待や、TISFD の要請内容を整理した

上で、国内企業における人権対応の現状を踏まえ、
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今後企業に求められる企業価値向上・ウエルビーイ

ングの実現につなげるための人権尊重の取り組みの

在り方を論じる。

2	 投資家の期待と新たな開示枠組み

1）	 投資家の期待のシフト

　従来、人権尊重の取り組みは主としてコンプライ

アンスの文脈で語られることが多かった。しかし近

年、投資家は、人権対応を①個社の中長期的な企業

価値・投資リターンを左右する要因、および②市場

全体に関わるシステムレベルの課題、という二つの

側面から捉える方向へとシフトしている。

　第一に、個社レベルでの企業価値・投資リターン

との関連である。MSCI の分析※ 1 によれば、サプ

ライチェーンにおいて優れた労働基準を実践してい

る企業群は、下位の企業群と比較して、株式市場に

おいて高い累積リターンを示す傾向が確認されてい

る。特に近年では、そのリターン差が拡大している

ことも示されている（図表１）。このような結果は、

人権問題への適切な対応が、レピュテーションリス

クや供給網の混乱リスクの低減、さらには持続的な

競争力の確保につながっている可能性を示唆してい

る。こうした関係性を踏まえ、投資家は人権対応を、

中長期的な収益性や安定性を支える企業の質、ひい

ては投資対象としての魅力度を見極める重要な指標

※ 1　MSCI「MSCI In Practice：Human Rights Impacts and Related 
Financial Risks」2026 年 2 月 11 日
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として重視する動きが見られる。

　第二に、市場全体に及ぶシステムレベルの課題と

しての認識である。機関投資家の責任ある投資を推

進するための行動指針・原則である責任投資原則

（以下、PRI）署名機関のうち、投資プロセスの一環

として人権に関する方針ガイドラインを有する割合

は、23 年の 56％から 24 年には 64％へと上昇※ 2

しており、人権が投資判断における明確な評価項目

として存在感を高めていることがうかがえる。また、

PRI の 2024 ～ 27 年戦略プランにおいて、人権は

気候や自然と並ぶ優先的な ESG※ 3 テーマの一つと

して位置づけられている。その上で、PRI は、自ら

の活動だけでなく他の主体の取り組みにも左右され

る市場全体の変化を捉えるシステムレベルの指標と

して、気候・自然・人権／ SDGs に関するイニシア

チブにコミットする投資家数や、気候・自然・人権

に最も大きな影響を及ぼす企業のパフォーマンス改

善度合いを掲げている※ 4。これは、責任投資の世界

において、人権が周辺的な社会課題ではなく、投資

市場全体の持続可能性を左右する重要テーマとして

認識されていることを意味する。

　このように、個社・市場全体の双方の観点から投

資家の要請が高度化する一方で、従来の定性的な説

明では、こうした期待に十分に応えることが難しく

なっている。企業には、人権対応を企業価値・財務

への影響と結びつけて体系的に説明することが求め

られており、この期待に応える形で開発が進んでい

るのが TISFD による開示フレームワークである。

2）	 TISFDの概要と位置づけ：人権対応を価値創造	

	 へ接続する新たな開示枠組み

　TISFD は、2024 年 9 月に企業、金融機関、市民

社会、労働組織等の多様なステークホルダーの共同

発意によって設立された、国連開発計画（UNDP）

などの国際機関や European Financial Reporting 

Advisory Group（EFRAG）のようなサステナビリ

ティ報告基準策定・助言を行う組織が支援するイニ

シアチブである。企業・金融機関が「人」に関する影響・

依 存・ リ ス ク・ 機 会（Impacts, Dependencies, 

Risks, Opportunities：IDROs）を体系的に理解・

開示するための枠組みの策定を目的とし、TCFD（気

候）・TNFD（自然資本）に続く、社会分野の第三

の開示枠組みとして位置づけられている※ 5。

　TISFD の目的は、企業・金融機関と人々との相

互関係が事業活動に与える影響を財務・非財務の両

面から可視化し、ステークホルダーとの対話と健全

	 図表 1	 サプライチェーンの労働基準スコア上位 20％の企業群と下位 20％の企業群の株式累積リターン差

	 出所）	 MSCI「MSCI In Practice：Human Rights Impacts and  Related Financial Risks」2026 年 2 月 11 日 In Practice_Human Rights Metrics_Feb 11 2026.pdf
	

※ 2　PRI「GLOBAL RESPONSIBLE INVESTMENT TRENDS：INSIDE 
PRI REPORTING DATA」2025 年 3 月
※ 3　持続可能な世界の実現のための、企業の長期的成長に重要な環境

（Environment）、社会（Social）、ガバナンス（Governance）の三つの
観点
※ 4　PRI「PRI STRATEGY PLAN 2024-27」
※ 5　TISFD ウェブサイト
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な意思決定を可能にすることにある。設計思想とし

ては、TCFD が確立した 4 本柱（ガバナンス、戦

略、リスク管理、指標・目標）を踏襲するとともに、

ISSB・GRI・ESRS といった既存の開示基準を土台

として補完する「Building Blocks」方式を採用し

ている。これにより、企業側の重複対応負担を抑え

つつ、他のサステナビリティ開示との整合性を確保

する構造となっている。なお、TISFD は、2025 年

10 月に概念的基礎（Conceptual Foundations）、

26 年 5 月にβ版（Beta Version 0.1）を公表して

おり、最終版は 27 年後半に公表が予定されている※6。

　TCFD・TNFD の主流化が最終版の公表を機に本

格化した経緯を踏まえると、TISFD についても最終

版公表以降、日本企業における対応検討が本格化し

ていく見通しである。

　TISFD β版の特徴は、中核概念である「人々の状

態（State of people）」の中に、ウエルビーイング

を明確に位置づけている点にある（図表２）。State 

of people は①人権、②ウエルビーイング、③人間・

社会資本という三つの相互補完的な要素から構成さ

れる。β版では、人権の尊重、ウエルビーイングの

向上、人間・社会資本の蓄積という三つの側面が相

互補完的なレンズとして人々の状態を捉え、これら

が総体として企業の持続的な価値創造とレジリエン

スを支える、という関係が示されている。逆に、こ

れらを軽視すれば、生産性低下や人材流出といった

企業レベルのリスクにとどまらず、社会不安や経済

の不安定化といったシステムレベルのリスクへと波

及するとされる。すなわち TISFD は、人権を単な

るリスク管理の対象としてではなく、ウエルビーイ

ングや人間・社会資本を介して企業価値へとつなが

る経営資源として捉えている点に特徴がある。

3）	 ウエルビーイングを企業価値へ結びつける「イ	

	 ンパクト／依存パスウエー」

　この因果関係を企業活動に落とし込む枠組みが、

「インパクト／依存パスウエー」である（図表３）。

これは、採用・賃金・労働条件・調達判断などの影

響要因が人々に与える影響（インパクト）と、企業

が人間・社会資本に依存している関係（依存）を整

理し、それらが最終的に財務上のリスク・機会にど

う結びつくかを可視化する考え方である。

　TISFD は、例えば以下のような関係性を示唆して

いる。

　生活賃金の確保やハラスメント防止といった人権

尊重の取り組みは、従業員の心身の安全・健康・エ

ンゲージメント（ウエルビーイング）を高め、離職

率低下・生産性向上・イノベーション創出につなが

る。こうした事例は、HR 部門の指標にとどまらず、

	 図表 2	 State of people の構成要素

	 出所）TISFD「The TISFD Framework Beta Version 0.1」（2026 年 5 月 26 日）を基に NRI 和訳・作成

※ 6　TISFD「The TISFD Framework Beta Version 0.1」2026 年 5
月 26 日



4NRI Management Review｜No.34｜September 2026

労務費の安定化、採用・研修コストの抑制、製品品

質・顧客満足度の維持といった財務パフォーマンス

の改善として表れる可能性がある。反対に、サプラ

イチェーン上の児童労働や強制労働といった人権侵

害は、単発の訴訟・罰金にとどまらず、取引停止・

不買運動・投資家からのダイベストメントの連鎖を

引き起こし、キャッシュフローや資本コストに直接

影響を及ぼし得る。

　TISFD は、こうした人権尊重を起点として、ウ

エルビーイング向上、人間・社会資本の蓄積、財務

パフォーマンスの改善に至る一連の関係性を、企業

が自社の事業特性に即して開示することを求めてい

る。これは、従来は人的資本や健康経営の文脈で語

られることが多かったウエルビーイングを、人権対

応と財務パフォーマンスを結びつける経営上の重要

な媒介要素として位置づけていることを意味する。

4）	 人権を経営の中核へ組み込むための 4本柱に基	

	 づく開示の仕組み

　TISFD は、上記の因果関係を単なる概念にとど

めず、実際の開示へと落とし込むため、TCFD・

TNFD と同様の 4 本柱（ガバナンス、戦略、影響

とリスク管理、指標と目標）に基づく開示フレーム

ワークを採用している※ 7。

　具体的には「ガバナンス」では、IDROs に対す

る監督体制や経営陣の役割、ステークホルダーの視

点をガバナンスや意思決定にどのように反映してい

るかの開示が求められる。「戦略」では、IDROs の

内容やビジネスモデル・戦略、関連する財務影響と

の相互作用、ビジネスモデル・戦略のレジリエンス

の開示が求められる。「影響とリスク管理」では、

自社のみならずバリューチェーン全体を対象とした

※ 7　TISFD「The TISFD Framework Beta Version 0.1」2026 年 5
月 26 日

	 図表 3	 インパクト／依存パスウエーの考え方

	 出所）TISFD「The TISFD Framework Beta Version 0.1」（2026 年 5 月 26 日）を基に NRI 和訳・作成
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業では「国連指導原則を聞いたことはあるが、内容

を理解していない（70％）」「国連指導原則を聞い

たことがない（20％）」が 9 割を占め、中小企業で

は取り組み以前に認知・理解の浸透が課題となって

いる。

　また、社内体制の面では、人権問題を統括的に担

当する部署として「サステナビリティ推進部（42％）」

が最も多く「人事部（21％）」が続いている。さらに、

人権問題に関する責任者としては「サステナビリ

ティ担当役員クラス（36％）」「人事担当役員クラス

（19％）」となっている。このように、人事部や人事

担当役員が人権尊重の取り組みの責任を担うケース

が一定数ある背景には、人権課題が採用、配置、労

働環境、ハラスメント対応など「人」に関する問題

と密接に結びついていることがあると考えられる。

　2025 年に経団連が公表した、ビジネスと人権対

応における政府への要望書※ 9 からは、現状の日本

企業における人権対応の捉え方が見えてくる（図表

４）。企業が人権対応上の課題として挙げているの

は、人権 DD の推進や、情報開示への対応、苦情

処理メカニズムの構築、ステークホルダー対話の強

化などであり、いずれも指導原則に基づく「リスク

の特定・予防・軽減」が中心である。企業が人権侵

害に加担しないためには、まず自社およびサプライ

チェーン上の負の影響を把握し、それを未然に防止

し、問題が発生した場合には適切に対処する仕組み

を整える必要がある。現在の日本企業の人権対応は、

こうした「問題を起こさないための対応」「リスク

を低減するための活動」として扱われている傾向が

強く、いわば守りの文脈で整理されていることが多

い。もっとも、これらは企業が事業継続性やレピュ

テーションを維持する上で不可欠であり、当然なが

ら極めて重要な取り組みである。

IDROs の特定・評価・優先順位付け・モニタリン

グのプロセス、および全体のリスク管理プロセスへ

の統合を示すことが求められている。

　一方で「指標と目標」については、β版では例示

的な位置づけとして三つの草案項目のみが記載さ

れ、具体的な指標項目や目標水準は含まれておらず、

今後の検討課題として位置づけられている。具体的

には、初期のコア指標セットの整備、社会領域にお

ける閾（いき）値（サステナブルとされる水準）の

検討、社会データのインフラや測定手法に関する調

査が進められる予定とされている。

　以上を踏まえると、TISFD の本質的な意義は、人

権対応を「リスク管理」から「価値創造」へと接続

する共通言語を提供しようとしている点にあると考

えられる。とりわけ、4 本柱を通じて人権をガバナ

ンス・戦略・リスク管理に組み込むことを求めてい

る点は、人権対応を経営の中核に引き上げる契機と

なり得る。加えて、今後「指標と目標」が具体化さ

れれば、企業の開示は「取り組みの説明」から「ア

ウトカムの定量的把握」へと進展していくことが見

込まれる。その結果、企業は人権尊重がウエルビー

イングの向上や人間・社会資本の蓄積を通じて、ど

のように企業価値創造につながっているのかを、よ

り客観的かつ定量的に説明することが求められるよ

うになるだろう。

3	 国内企業における人権対応の現状

　日本企業において、人権尊重の取り組みは着実に

進んでいる。日本経済団体連合会（以下、経団連）

の調査※ 8 によると「国連指導原則に基づき取組み

を進めている」と回答した企業の割合は、2020 年

度の 36％から 23 年度には 76％へと上昇しており、

40 ポイント増加している。特に従業員数 5000 人

以上の大企業では 95％に達しており、人権対応が

既に経営上の基本的なテーマとして認識されている

ことがうかがえる。他方、従業員数 99 人以下の企

※ 8　日本経済団体連合会「第 3 回企業行動憲章に関するアンケート結果」
2024 年 1 月 16 日
※ 9　日本経済団体連合会「『人権尊重経営』の推進－『ビジネスと人権』
に関する経団連の考え方と政府への期待－」2025 年 9 月 16 日
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他方で日本企業は、人権対応とは別の文脈で、人的

資本経営や健康経営といった「人」を企業価値の源

泉として捉える取り組みも拡大させてきた。ただし

両者は、多くの企業において別々の文脈・所管の下

で進められているのが実情である。統合報告書等に

おいても、人権はサステナビリティやリスクマネジ

メントの文脈、人的資本やウエルビーイングは価値

創造や人材戦略の文脈で、それぞれ独立して語られ

る傾向が強い。しかしながら、第 2 章で述べたよう

に、投資家や TISFD が求めているのは、人権対応

を中長期的な価値創造と結びつけることである。今

後は、従来のリスク管理を基盤としつつ、人権尊重

を人的資本経営やウエルビーイング向上、事業競

争力強化などとどう接続していくかが、日本企業に

とって新たな課題となりつつある。

4	 先進企業の取り組み事例

　では、投資家や TISFD が求めるような、人権対

応を企業価値の向上やウエルビーイングの推進と結

びつけていくために、企業はどのように取り組むべ

きだろうか。重要なのは、人権対応を単なるリスク

低減にとどめるのではなく、労働環境の改善による

供給網の安定化、従業員エンゲージメントの向上、

多様な人材の活躍促進、ブランド価値の強化といっ

た、持続的成長を支える経営基盤として位置づける

ことである。本章では、人権尊重を企業価値向上や

ウエルビーイングと結びつけている先進事例とし

て、花王とオムロンの事例を紹介する。

1） 	花王：人権尊重による「機会」の明確化

　花王は「豊かな共生世界の実現」をパーパスに掲

げ、社員の活力を最大化して「よきモノづくり」を

行うことで、事業変革と企業価値の向上を目指して

きた※ 10。ESG 戦略である「Kirei Lifestyle Plan」

では、事業基盤として「人権の尊重」に加えて「人

財開発」「受容性と多様性のある職場」「社員の健康

増進と安全」を位置づけている。これらを土台とし

て、自社の製品やサービスを通じて生活者の暮らし

を支え、生活者から信頼を獲得し、その信頼が製品・

サービスの購入や収益ある事業成長につながるとい

う好循環を形成することで、花王と生活者との長期

的な関係の構築を目指している※ 11。

※ 10　花王ウェブサイト「花王のパーパスと価値創造」
※ 11　花王サステナビリティレポート2025「花王の ESG 戦略の構造と、
財務及び環境・社会へのインパクト」

	 図表 4	 企業が人権対応を進める上で生じている課題と政府への要望

	 注）	 OECD 多国籍企業行動指針の普及、行動指針に関する照会処理や問題解決支援のため設置された、非司法的な苦情処理メカニズムとして機能する窓口
	 出所）	 日本経済団体連合会「『人権尊重経営』の推進－『ビジネスと人権』に関する経団連の考え方と政府への期待－」（2025 年 9 月 16 日）より NRI 作成
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　同社の取り組みで特筆すべきは、人権尊重を単な

るリスク低減活動にとどめず、ビジネス上の「機会」

としても捉えている点である。人権を語る際に、リ

スクの最小化と価値の最大化を同時に見ているので

ある。人権尊重の機会としては「調達の安定化と競

争力の向上」や「生活者からの信頼獲得による購買

促進」といった事業上の利益だけでなく「社員のモ

チベーションやロイヤリティの向上」といった社員

のウエルビーイングの観点も含まれている。また、

その先のインパクトとしても、環境・社会面におい

ては「人権に配慮した製品・サービスの提供を通じ

た、生活者が安心して選択・使用できる環境の整備

とこころ豊かな生活の実現」といった、生活者のウ

エルビーイングまで想定されている※ 12（図表５）。

すなわち花王は、人権尊重を「守りの施策」で終わ

らせず、事業成長と、社員・生活者双方のウエルビー

イング向上を同時に実現する「機会」として位置づ

けているのである。

　実際に、ウエルビーイングの推進においては、社

員だけでなく、その家族や地域、生活者も含む幅広

い個人一人ひとりがよりよい状態となることを目指

して取り組みを進めており※ 13、ウエルビーイング

の視野は社内に閉じていない。社員の人財開発にお

いても、多様な社員一人ひとりが健康で働きがいを

持って絶えず挑戦と成長を続けられることを重視し

ている※ 14。こうした点からも、人権尊重、人財開発、

健康、ダイバーシティ、エクイティ＆インクルージョ

ン（DE&I）が相互に関連づけられながら推進され

ていることがわかる。

　こうした考え方を支えるのが、組織横断のガバナ

※ 12　花王サステナビリティレポート2025「人権の尊重」
※ 13　花王ウェブサイト「花王グループ健康宣言」
※ 14　花王サステナビリティレポート2025「人財開発」

	 図表 5	 花王の人権尊重のリスク・機会・インパクト

	 出所）	「花王サステナビリティレポート2025」P185、P187
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ンス体制である。花王では、DE&I と人権を同じス

テアリングコミッティ（人権・DE&I ステアリング

コミッティ）で扱っており、オーナーは「人財戦

略部門統括」が務めている※ 15。また、このステア

リングコミッティには、事業、生産、購買、人事、

ESG といったさまざまな担当がメンバーとして参画

している。つまり、ステアリングコミッティが中心

となって人権尊重と機会創出の取り組みを管理する

ことで、それらを切り離さずに、一体的にマネジメ

ントしているのである。

　このように花王の特徴は、人権尊重を単なるリス

ク低減のための守りの活動としてだけではなく、社

員の活力向上や生活者のよりよい暮らし、さらには

持続的な事業成長を同時に実現するための「機会」

として明瞭に位置づけている点である。さらに、そ

の考え方は、パーパスとして掲げる「豊かな共生世

界の実現」から、ESG 戦略である「Kirei Lifestyle 

Plan」、ステアリングコミッティを通じた関連部門

の活動に接続され、一貫したガバナンス体制により、

人権尊重を事業成長やウエルビーイング向上の機会

として捉える考え方が、実際の事業活動や組織運営

にまで浸透している点が先進的である。

2）	 オムロン：理念を起点に人権とウエルビーイン	

	 グを統合

　オムロンは、企業理念に含まれる「Our Values：

私たちが大切にする価値観」の一つとして「人間性

の尊重」を掲げ、これを「人の多様性、人格、個性

の尊重はもとより、人間らしい暮らしや仕事を追求

するという私たちのすべての活動の根底にある価値

観」と定義している※ 16。統合レポート 2025 では、

この価値観に基づく人権責任の遂行は「持続可能な

社会づくりに貢献し、持続的な企業価値の向上につ

ながる重要な取り組み」と明言している※ 17。すな

わちオムロンは、人権対応を受動的なコンプライア

ンス義務ではなく、企業理念に埋め込まれた価値観

の実践として捉え、社会価値と経済価値の双方を生

む長期経営テーマに位置づけているのである。

　もっとも、こうした位置づけを掲げるだけでは実

務には落ちない。同社の特徴は、この理念を方針・

長期ビジョン・推進体制という経営の仕組みにまで

落とし込み、実効性を担保している点にある。同社

は 2022 年 3 月に「オムロン人権方針」を取締役

会で制定し、国際動向や事業環境の変化を踏まえて

26 年 4 月に改訂した※ 18。同方針はサプライヤー

や販売代理店等のビジネスパートナーにも適用さ

れる。長期ビジョン「Shaping the Future 2030」

でも「バリューチェーンにおける人権の尊重」を五

つのサステナビリティ重要課題の一つに掲げている※19。

推進体制は、社長 CEO から権限委譲を受けたグロー

バル人財総務本部長、グローバル購買・品質・物流

本部長、各事業部門長が実行責任を担い、重要事項

は取締役会が監視・監督※ 20 する 2 層構造をとる。

監督機能を取締役会に集約しつつ実行責任を複数本

部長へ委譲することで、経営と現場の乖離（かいり）

を防ぎながらバリューチェーン全体へ展開できる設

計で、自社内に閉じず「面」で取り組む構えは実効

性の観点から評価できる。ただし、こうしたガバナ

ンス体制は人権対応を適切に運営するための土台で

あり、それ自体は「問題を起こさない」という「マ

イナスをゼロに戻す活動」の範囲にとどまる。オム

ロンの先進性は、この土台の上に「ゼロをプラスへ」

と転じるために人的資本経営・健康経営と結びつけ、

ウエルビーイングの向上を通じた価値創造へと展開

している点にある。

　その前提として確認しておきたいのが、同社にお

ける健康経営とウエルビーイングの関係の定義であ

る。オムロンは、健康経営を「『⼈的創造性（＝付

※ 15　花王サステナビリティレポート2025「人権の尊重」
※ 16　オムロン企業理念
※ 17　オムロン統合レポート2025「バリューチェーンにおける人権の尊重」
※ 18　オムロンニュースルーム「『オムロン人権方針』改訂に関するお知らせ」
2026 年 4 月 1 日
※ 19　オムロン長期ビジョン「Shaping the Future 2030」
※ 20　オムロンウェブサイト「オムロン人権方針」2026 年 4 月 1 日
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加価値額÷人件費）』の向上を目指す人的資本経営」

と位置づけ、従来の「健康づくり」から「一人ひと

りが能力を発揮し続ける基盤づくり」へのトランス

フォーメーションと定義している※ 21。健康経営戦

略マップ「オムロン健康経営の逆ツリー」では、ア

ブセンティーイズム※ 22 の改善、プレゼンティーイ

ズム※ 23 の改善、働きがい（ワーク・エンゲージメ

ント）の向上の三つを重要目標達成指標（KGI）と

して設定し、多様な人財が活力に満ちあふれ、ポテ

ンシャルを発揮できる状態の実現を目指している※24。

つまり同社の健康経営は、従業員の身体的・精神的

な健康維持にとどまらず、働きがいや能力発揮を通

じて一人ひとりがいきいきと働き続けられる状態、

すなわちウエルビーイングを実現するための経営戦

略として位置づけられているのである。

　この健康経営（＝ウエルビーイング実現の経営戦

略）と人権尊重の取り組みとを組織運営上一体化す

る具体的な仕掛けが、労働安全衛生を人権課題と健

康経営の双方に位置づける「二重の位置づけ」であ

る。人権対応の側では、労働安全衛生はビジネスプ

ロセスの中で重点的に取り組むべき人権課題の一つ

に位置づけられている※ 25。サステナビリティサイ

トでも、社会活動の中核を「バリューチェーンにお

ける人権の尊重（人権・労働・安全衛生）」という

単一カテゴリーでくくり、その下に「人権」「労働」

「労働安全衛生」「従業員の健康」の四つを並列に掲

載している※ 26。他方、健康経営の側では「今後は、

安全衛生の観点も踏まえて健康経営の取り組みによ

るワーク・エンゲージメントの向上に繋がる課題解

決のアクションを実行し、人的創造性の向上を目指」

すと明記し※ 27、安全衛生を健康経営の戦略ロジッ

クに組み込む方針を示している。つまり、同社にお

ける労働安全衛生は、人権対応側では重点的な人権

課題であると同時に健康経営側の構成要素でもあ

る、という位置づけを持っているのである。

　以上のように、オムロンにおいて労働安全衛生は、

単なる人権課題の一項目でも、健康経営の一施策で

もなく、両者を接続する経営上の戦略的な結節点と

して設計されている。「人間性の尊重」という企業

理念が、人権方針や長期ビジョン、ガバナンス体制

によって経営の仕組みに落とし込まれ、その仕組み

が労働安全衛生を介して健康経営・ウエルビーイン

グの実現へとつながり、最終的に人的創造性の向上

と持続的な企業価値創造へと収束していく。理念を

起点に人権対応とウエルビーイング向上を別々の取

り組みではなく一本の価値創造プロセスとして運営

している点に、オムロンの先進性がある。

5	 企業価値向上・ウエルビーイング実現に向けた

今後の人権対応の方向性

　第 2 章で述べたように、投資家は人権対応を中

長期的な収益性および安定性の基盤として捉えてい

る。また、国際社会では、人権対応を企業価値の向

上やウエルビーイングの推進と結びつけた情報開示

を求めるフレームワークの開発も進展している。特

に TISFD では「人々の状態（State of people）」

を通じて企業の持続的価値創造やレジリエンスと結

びつけて捉える視点が示されている。

　一方で、第 3 章で述べたように、国内企業におけ

る人権対応は、主としてリスクの特定・予防・軽減

を中心に進められており「問題を起こさないための

対応」として整理される傾向が強い。こうした取り

組み自体は極めて重要であるものの、企業価値向上

やウエルビーイングとの接続については、いまだ発

※ 21　オムロンウェブサイト「従業員の健康」
※ 22　欠勤・休職による生産性損失（オムロンウェブサイトでは「健康問題
による仕事の欠勤」）
※ 23　出勤していてもパフォーマンスが下がる状態（オムロンウェブサイト
では「健康の問題を抱えつつも出勤し仕事を行っている状態」）
※ 24　オムロンニュースルーム「オムロン、『ウエルビーイングアワード

（WELLBEING AWARDS）2024』ファイナリストに選出」2024 年 3 月
27 日
※ 25　オムロンウェブサイト「労働安全衛生」
※ 26　オムロンウェブサイト「社会」
※ 27　オムロンウェブサイト「従業員の健康」
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展途上にあるといえる。

　その中で、第 4 章で取り上げた先進企業 2 社の

事例からは、人権対応をリスク低減にとどめず、事

業戦略や人的資本経営、ウエルビーイング向上と結

びつけながら価値創造へ接続していくための示唆を

得ることができる。今後の人権対応の方向性として

重要な観点は 2 点あると考えられる。

　1 点目は、人権のリスク面だけでなく機会・イン

パクト面も捉えることである。第 3 章で述べたよう

に、国内企業においては人権対応を「リスク低減活

動」として捉える傾向が強い一方、投資家や TISFD

のフレームワークにおいては、中長期的な収益性・

安定性やウエルビーイングといった企業価値・社会

インパクトの創出の視点も期待されている。花王の

事例のように、調達の安定化や生活者からの信頼獲

得、社員のエンゲージメント向上など、事業成長や

ウエルビーイング向上につながる「機会」としても

分析・開示していくことが、その第一歩といえる。

加えてオムロンの事例が示すように、こうした機会

を「人的創造性の向上」のような自社固有の指標や

経営目標に結びつけることができれば、人権対応が

経営の言語で語られるようになり、社内での位置づ

けも投資家への説明力も高まるだろう。ただし、機

会の重視は、人権への負の影響を防止・軽減すると

いう人権尊重の責任を代替するものではない。リス

ク対応を土台として確立した上で、機会の視点を追

加していくという順序は踏まえる必要がある。

　2 点目は、事業活動に落とし込むための戦略との

一体化や横断的なガバナンス体制の構築である。人

権対応を単独の取り組みとして進める場合、従来の

ようなリスク低減に閉じた活動になりやすく、価値

創出に向けた事業戦略や組織運営との接続が弱くな

りがちである。これに対し、オムロンの事例では「人

間性の尊重」という企業理念上の価値観を長期ビ

ジョンの重要課題として明確に位置づけ、その上で

重点的な人権課題である労働安全衛生を健康経営の

推進における中核要素としても扱うことで、人権尊

重を人的創造性・ウエルビーイングの向上へと結び

つけている。また、花王の事例では、ステアリング

コミッティが人権尊重と機会創出の取り組みを横断

的に管理することで、人権尊重を事業基盤や企業価

値向上と結びつけている。人権対応をウエルビーイ

ングの実現と接続させ、経営理念やパーパスの実践

として戦略上に据えることや、人権対応と機会創出

の取り組みを横断的にマネジメントする体制を整え

ることが、事業活動の中で人権対応を価値創造へと

導く鍵となる。

　TISFD v1.0 の発行が 2027 年後半に予定されて

おり、社会面のインパクト・依存・リスク・機会を

経営に統合して捉える動きが加速していくことが予

想される。そのため、まずは人権対応を「リスク低減」

に限定して捉える認識から転換し、企業価値やウエ

ルビーイング向上に直結する経営課題として位置づ

け直すことが求められる。

（監修：深井  恒太朗）
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